
 

2023 年７月 27 日 

四国電力株式会社 

2022 年度 部門別収支の算定結果等について 

特定需要部門※１(以下「規制部門」)と一般需要部門※２(以下｢自由化部門｣)の収支を区

分して算定する部門別収支は、自由化部門から規制部門への悪影響を防止するため、2000

年の電力小売自由化以降、作成しております。 

この度、みなし小売電気事業者部門別収支計算規則(経済産業省令)に基づき、2022 年

度の部門別収支を算定した結果、当期純損益は、規制部門が▲76 億円、自由化部門が  

▲185 億円となりました。 

 

 

＜2022 年度部門別収支計算書＞                      (単位：億円) 

 規制部門※１ 
(8) 

自由化部門※２ 
(9) 

その他部門※３ 
(10) 

合計 
(11)=(8)+(9)+(10) 

電気事業収益※４ 
(1) 

902 4,388 1 5,291 

電気事業費用※５ 
(2) 

1,006 4,620 1 5,629 

電気事業外収益 
(3) 

8 - 262 270 

電気事業外費用 

(4) 
- - 228 228 

税引前当期純損益 
(5)=(1)-(2)+(3)-(4) 

▲95 ▲232 33 ▲294 

法人税 
(6) 

▲19 ▲47 7 ▲59 

当期純損益 
(7)=(5)-(6) 

▲76 ▲185 26 ▲234 

（注）億円未満を切捨て表示しており、内訳と合計が合わないことがある。（以下、同様） 

※１：低圧（標準電圧 100～200 ボルト）で電気をご利用いただいているお客さまのうち、特定小売供給約款に基

づき電気をご契約いただいている一般家庭や事務所、小規模工場などのお客さまが対象となる。 

※２：ビル・工場など特別高圧（標準電圧 20,000 ボルト以上）、高圧（標準電圧 6,000 ボルト以上）で電気をご

利用いただいているお客さまに加え、低圧のうち、特定小売供給約款に依拠しないご契約のお客さまが対

象となる。 

※３：その他部門には、附帯事業損益、事業外損益などを整理している。 

※４：電気事業収益には、電気事業営業収益から他社販売電力料、賠償負担金相当収益、廃炉円滑化負担金相当

収益を控除し、財務収益を加算している。 

※５：電気事業費用には、電気事業営業費用から他社販売電力料、賠償負担金相当収益、廃炉円滑化負担金相当

収益に相当する金額を控除し、電気事業財務費用を加算している。 

 

(参考)電気事業営業費用 1,272 6,189 1 7,464 

 

 



＜参考１：規制部門と自由化部門の利益率＞ 

（単位：億円） 

 規制部門 自由化部門 合計 

電気事業収益(Ａ) 902 4,388 5,290  

電気事業費用(Ｂ) 1,006 4,620 5,627 

電気事業利益(Ｃ=Ａ-Ｂ) ▲103 ▲232  ▲336   

利益率(Ｄ=Ｃ／Ａ) ▲11.5％ ▲5.3％  ▲6.4％  
 

＜参考２：2022 年度実績と料金原価（2013 年９月料金改定）の比較＞ 

 [規制部門＋自由化部門]（その他部門は含まず）              （単位：億円）                  

 実績(a) 原価(b) 差(a－b) 増減要因 

人件費 233    478 ▲245 分社化に伴う減 等 

燃料費※１ 
(うち火力) 

2,070 
(2,010) 

1,279 
(1,228) 

790 
(782) 

燃料価格の高騰 等 

修繕費 184  632  ▲448  分社化に伴う減 等 

減価償却費 263  554  ▲290 分社化に伴う減 等 

購入電力料 2,408 642  1,766 再エネ買取量の増、市場価格高騰 等 

公租公課※２ 109  286  ▲177  分社化に伴う減 等 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用※３ 186  88  98 拠出金単価の上昇に伴う増 等 

その他経費※４ 2,005  857  1,148 分社化に伴う接続供給託送料の増 等 

電気事業営業費用合計 7,462  4,819  2,642  

[規制部門のみ]                       （単位：億円） 

 実績(c) 原価(d) 差(c－d) 

人件費 51  217  ▲165 

燃料費※１ 291 354 ▲62 

修繕費 34 285  ▲250 

減価償却費 49 210 ▲161 

購入電力料 350 191 158 

公租公課※２ 20 98 ▲78 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用※３ 28 24 3 

その他経費※４ 446 334 111 

電気事業営業費用合計 1,272 1,717  ▲444 

※１：燃料費の諸元については、以下の通り。 

 実績(e) 原価(f) 差(e－f) 

為替レート    (円/＄) 135 80 55 

原油 CIF 価格  (＄/ｂ) 103 114 ▲11 

石炭 CIF 価格 （＄/ｔ） 359 122 237 

原子力利用率※５  (％) 40.7 33.8 6.9 

火力発電電力量 (百万 kWh)※６ 11,806 14,880 ▲3,074 

※２：原価上の公租公課とは、電源開発促進税、事業税、固定資産税、雑税、水利使用料を指す。実績上の公租

公課とは、事業税、固定資産税、雑税、水利使用料を指す。 

※３：原価上の原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用とは、使用済燃料再処理等費、特定放射性廃棄物処分費、原子力発電施設解

体費を指す。実績上の原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用とは、使用済燃料再処理等拠出金費、特定放射性廃棄物処分費、

原子力発電施設解体費を指す。 

※４：その他経費とは、廃棄物処理費、消耗品費、補償費、賃借料、委託費、損害保険料、普及開発関係費、研

究費、諸費（寄付金、団体費等）、接続供給託送料（実績のみ）などの費用を指す。 

※５：原子力利用率については、廃止した伊方１・２号機を含む値で記載。（原価と同じベース） 

※６：火力発電電力量については、バイオマスを含む値で記載。（原価と同じベース） 



＜参考３：普及開発関係費、寄付金、団体費＞ 
  
◆普及開発関係費の 2022 年度実績：約 15 億円 

＜内訳＞ 

・省エネルギーの促進に向けた活動、及び小売サービスにかかる広報活動に要する費

用：約 10 億円 

・原子力発電や再生可能エネルギー等への取り組みといった当社事業への理解促進活

動に要する費用：約５億円 

＜支出の目的＞ 

・省エネや最適な料金メニューにより電気を効率的にご利用いただくことは、お客さ

まにとって有益であることから、省エネや付加価値の高いサービス・料金メニュー

について、各種媒体を活用した情報発信を実施しております。 

・また、円滑な事業運営のために、各種媒体を活用した電気事業への理解促進活動を実

施しております。 

 

◆寄付金の 2022 年度実績：約４千万円 

＜拠出先＞ 

・社会貢献活動、公益法人等 

＜支出の目的＞ 

・電気事業を円滑に運営し、電力の安定供給を確保していくためには、地域の皆さまか

らのご理解とご協力が不可欠であることから、地域社会への貢献、公益への寄与な

どの観点より、寄付の必要性や金額の妥当性を十分に配慮したうえで、寄付を行っ

ております。 

  

◆団体費の 2022 年度実績：約７億円 

＜拠出先＞ 

・海外電力調査会、電気事業連合会等、電気事業の運営に必要不可欠な団体にかかる費

用：約６億円 

・各種経済団体の諸会費：約１億円 

＜支出の目的＞ 

・当社の事業運営にかかる効率性向上やコスト削減、情報収集の必要性、並びに地域の

発展・活性化への寄与などを勘案し、各団体に加入しております。 

 

 

 

 



＜参考４：需要想定と需要実績＞ 

 

（単位：百万 kWh,百万円,％） 

 

（注１）2013 年料金改定の規制部門における電力量・料金収入については、みなし小売電気事業者特定小売供給約款

料金算定規則の改正を踏まえた電力量・料金収入としている。 

（注２）電力量は、建設工事用及び事業用を除く。 

（注３）料金収入は、燃料費調整額を含み、消費税等相当額・再エネ特措法賦課金を除く。 

（注４）増減率は、2013 年料金改定との比較。 

（注５）電力量の想定は、用途別に実績傾向などを踏まえて想定している。 

    料金収入の想定は、想定原価等をもとに、使用形態等の差異に応じて公平な負担となるように設定された契   

    約種別ごとの料金率に基づいて想定している。 

    この場合、それぞれの料金水準については、一口あたりの使用電力量、使用期間、計量方法等の差異を反映 

    している。 

 2013 年料金改定 
(2013～15 年平均)  2022 年度実績 

想定  実績 増減率 

規制部門 

特定小売 

供給約款 

電力量 7,386  3,176 ▲57.0 

料金 183,229  83,065 ▲54.7 

 
【再掲】 

従量電灯Ａ 

電力量 5,442  2,303 ▲57.7 

料金 129,112  56,354 ▲56.4 



＜参考５：経営効率化の取り組み状況などについて＞ 

 

当社は、全社を挙げて、経営のあらゆる分野で最大限の合理化・効率化に努めておりま

す。今後も引き続き、お客さまからご選択いただき、将来に亘って持続的に成長していけ

るよう、こうした取り組みを徹底するとともに、新たな料金メニューのご提供や各種サー

ビスの拡充についても、鋭意取り組んでまいります。 

なお、2022 年度における効率化額は、以下のとおりです。 

【効率化額の内訳】 

 2022 年度実績 主な取り組み 

人件費 ▲176 億円 

 組織・業務運営の見直し、デジタル技術の活

用等による業務効率の向上 

など 

需給関連費 ▲301 億円 

 燃料調達方法の工夫による燃料価格の低減 

 効率的な需給運用の実現、卸市場等の活用 

など 

修繕費 ▲212 億円 

 点検周期見直しや工事内容・実施時期の精査 

 競争発注や共同調達などの調達方法の工夫

による調達価格低減  

など 

その他 

（諸経費等） 
▲189 億円 

 業務内容・実施時期の精査 

 競争発注や共同調達などの調達方法の工夫

による調達価格低減 

など 

合 計※ ▲878 億円  

（注１）億円未満を四捨五入で表示しており、内訳と合計が合わないことがある。 

（注２）効率化額には、四国電力送配電株式会社の実績額を含む。 

※2013 年料金改定時に計画した効率化目標額は▲412 億円（査定分を含む） 

 

 

(参考１)経営効率化の取り組み事例などについては、こちらをご覧ください。 

・「2023 年度よんでんグループ経営計画の概要(2023 年 4 月 27 日公表)」（PDF へリンク） 

・四国電力送配電株式会社の「効率化の実施状況について」(四国電力送配電のページへリンク) 

 

(参考２)収支・財務の状況などについては、こちらをご覧ください。 

・「2022 年度決算 説明資料（2023 年 4 月 27 日公表【2023 年 5 月 9 日 一部訂正】）」（PDF へリンク） 

 

https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/library/account/fy2023_nendo_summary.pdf
https://www.yonden.co.jp/nw/balance/efficiency/index.html
https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/library/settle/fy2022_q4_gaiyou.pdf

